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　政府は「景気条項」まで削除し増税を強行
しようとしている。「社会保障のため」と欺く
一方で、医療、介護、年金は負担増と切り捨
ての制度改悪を行ってきた。消費税は応能負
担原則に反し、逆進性の高い税制。経済政策
を内需主導に転換すれば増税の必要はなく、
中止を求める。

　憲法９条が禁じている国際紛争解決に自衛隊の海外での
武力行使が可能となり、憲法違反は明らかだ。従来の憲法
解釈を180度くつがえした違憲の立法は立憲主義を否定す
るものだ。圧倒的多数の憲法学者、歴代の内閣法制局長官、
元最高裁判所長官や国民の批判や反対の声を国会内の数の
力で踏みにじった採決は、主権在民と民主主義を壊す暴挙
だ。立憲主義の原則を堅持し、憲法９条を守り、「平和安
全保障関連法」の廃止を求める。

　政府は「景気条項」まで削除し増税を強行 　憲法９条が禁じている国際紛争解決に自衛隊の海外での
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国保税の課税方式を変更したことで、資産割（国
定資産税額への課税）をなくしたことは、町民か
らの要望もあり反対ではない。しかし、同時に行
った税率改正は全体で6000万円を超える値上げ
で、大きな問題だ。税率改正の影響をモデル世帯
で比較すると、年金収入の世帯は値下げになった
り、値上げ幅が抑えられている。しかし、現役世
代で給料収入がある場合はどのモデルでも値上げ
幅が大きい。実質所得が減っている人が多いなか
で問題だ。
９月議会で、今年から実施される財政支援制度を
使い国保税値下げを求めたが、検討したのか。な
ぜ、国保運営協議会に説明をしていないのか。
住民ほけん課長　国保加入者のうち、年間課税額
が10万円以下の世帯が７割を超えており、国保税
の負担は所得のある世帯に比重がかかる。これは
ある意味でしかたがない。所得の少ない世帯は軽
減制度があり払いやすい額になっている。
国の保険者支援制度は3000万円の増収見込みで
ある。被保険者数の減少傾向、国保税収入も減少
するなか、医療費はなかなか減ることがない状況

のため値下げは難しいと考える。国保運営協議会
の開催時には、保険者支援制度の見込額がでてい
なかったため、特段の説明はしていない。

　吉田　俊一（日本共産党）
Q
A
国保税率の大幅値上げは問題だ

国保の健全運営を行うため必要

モデル世帯での試算一例
（単位：円）

家族構成など 国保税額 値上額
値上率

３
人

夫42歳　
給料400万円 これまで 333,100 58,100

17％
妻38歳
子ども１人 改正後 391,200固定資産税５万円

２
人

母32歳　
給料200万円 これまで 121,700 25,900

21％
子ども１人
固定資産税　０

改正後 147,6002割軽減（均等割・
平等割）

意見書

川上、佐々木、佐藤、荘子、鈴木（勝）、
髙橋、長谷川、福井、堀越、松岡、
渡辺

11人

川上、佐々木、佐藤、鈴木（勝）、
髙橋、長谷川、福井、堀越、松岡、
渡辺

10人

※《敬称略、あいうえお順》
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鈴木（勉）、広沢、吉田
３人
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荘子、鈴木（勉）、広沢、吉田
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対


